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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

    

回次
第92期

第２四半期連結
累計期間

第93期
第２四半期連結
累計期間

第92期
第２四半期連結
会計期間

第93期
第２四半期連結
会計期間

第92期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 17,895 18,054 9,430 9,047 37,500

経常損失（△）（百万円） △676 △367 △112 △72 △386

四半期（当期）純損失（△）

（百万円） 
△2,862 △551 △2,078 △201 △2,209

純資産額（百万円） － － 4,415 4,191 4,914

総資産額（百万円） － － 27,950 26,177 27,466

１株当たり純資産額（円） － － 100.02 78.52 95.05

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△64.85 △12.49 △47.08 △4.56 △50.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 13.4 13.2 15.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,078 △148 － － △822

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△234 △460 － － 419

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,057 33 － － 125

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 3,253 2,562 3,181

従業員数（人） － － 4,063 4,234 4,233

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．第92期第２四半期連結累計期間、第93期第２四半期連結累計期間、第92期第２四半期連結会計期間、第93期第

２四半期連結会計期間及び第92期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株

当たり四半期（当期）純損失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

  当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 4,234(1,973)

　（注）　　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります）であり、臨時従業員数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員含む）は、当第２四

半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。 　

　

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 342 (192)

　（注）　　従業員数は就業人員（提出会社から社外への出向者を除き、社外から提出会社への出向者を含んでおります）

であり、臨時従業員数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員含む）は、当第２四半期会計期間の平均人

員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

光・電線・デバイス 4,716 －

情報機器 1,234 －

報告セグメント計 5,951 －

その他 － －

合計 5,951 －

　（注）１　金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　生産活動を行っていない一部連結子会社の販売金額は、上記金額に含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

光・電線・デバイス 6,765 － 4,988 －

情報機器 1,663 － 1,261 －

報告セグメント計 8,428 － 6,249 －

その他 297 － － －

合計 8,726 － 6,249 －

　（注）１　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

光・電線・デバイス 7,033 －

情報機器 1,716 －

報告セグメント計 8,750 －

その他 297 －

合計 9,047 －

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２　セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　３　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は次の通りであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

古河電気工業株式会社 1,326 14.0 988 10.9
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２【事業等のリスク】

　　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国の内需拡大等アジアの景気回復に伴う輸出や生産の増加

や各種の政策効果等により企業収益は改善し、設備投資も下げ止まるなど景気は自律的回復に向かう期待が持たれ

たものの、終盤にかけては弱含み、景気回復は鈍化しております。雇用情勢は一部持ち直しの兆しが見えるものの依

然として厳しく、アメリカ・欧州の景気停滞、円高やデフレといった景気の下押し懸念も継続しており、先行きは依

然不透明な状況です。

　このような経営環境の中、当社グループは中期経営計画で策定した各事業の開発戦略、市場・顧客戦略、グローバ

ル戦略に基づき、新製品の開発、新市場の開拓、売上拡大、品質向上並びにコスト低減に取り組んでまいりました。

　当社グループの主な需要先である情報通信産業、エレクトロニクス産業及び自動車産業においては、景気回復に伴

い需要は増加傾向にありますが、デフレの影響から特にエレクトロニクス産業向け製品の低価格化が継続してお

り、収益を圧迫しております。一方で、前連結会計年度において巻線事業を古河電工グループの巻線事業新会社「古

河マグネットワイヤ株式会社」へ譲渡、移管したことにより、同事業で計上していた損失は解消しております。

　当第２四半期連結会計期間の連結業績につきましては、売上高は前年同四半期連結会計期間比4.1％減の90億４千

７百万円となりました。営業損益は前年同四半期連結会計期間比４千４百万円悪化して４千１百万円の営業利益と

なりました。経常損益は持分法による投資利益が７千万円が発生したことにより前年同四半期連結会計期間比４千

万円好転の７千２百万円の経常損失となりました。また、前年同四半期連結会計期間には早期退職優遇制による退

職特別加算金等の事業構造改革費用11億８千３百万円、減損損失６億８千５百万円等、特別損失を18億７千１百万

円計上しましたが、当第２四半期連結会計期間において特別損失の計上は５千万円でした。この結果、四半期純損益

は前年同期比18億７千７百万円好転しましたが２億１百万円の四半期純損失となりました。

　セグメントの業績は以下の通りであります。

（光・電線・デバイス）

　ケーブル・配線材は、ノートパソコンの変圧器に使用される三層絶縁電線が第１四半期連結会計期間より引き続

き好調であり、一般ケーブルも工作機械用のモーター制御用ケーブルが第２四半期連結会計期間において増加しま

した。光アンプも受注は堅調でしたが、価格下落と低価格製品の比率が増加したことにより売上高は減少しました。

一方で、光加工品は光コネクターの在庫消化が進み受注が増加したこと、光機器モジュールが好調であったことか

ら、売上高が増加しました。また、コイル製品、フレキシブルフラットケーブル、コンタクトプローブ、ウィスカット

等の線材加工品も、景気回復により売上高は前年同期比増加しました。損益面においては、薄型テレビ用内部配線材

やハードディスク用コイル加工品は価格下落の影響を大きく受け収益が圧迫されましたが、巻線事業を譲渡したこ

とにより同事業で発生していた損失を解消したことに加え、ケーブル・配線材、線材加工品の利益が伸長したこと

から、光・電線・デバイス全体では、売上高は70億３千３百万円となり、営業損益は８千４百万円の営業利益となり

ました。

（情報機器）

　自動車向け等の基板加工品は、景気回復に加えてエコカー減税・補助金制度により自動車産業の市場回復が比較

的早かったことから、前年同期比で売上高は増加しました。医用画像表示用高精細ディスプレイは、国内、欧州向け

は低価格の汎用モデルに対する受注が多く、数量・金額ともに売上は低調でしたが、北米向けの受注が回復したこ

とから、売上高は前年同期比増加しました。産業用ディスプレイは景気回復による増加の兆しはあるものの、低価格

モデルへの需要が強く、前年同期比で売上高は若干減少しました。損益面においては、基板加工品は生産性向上によ

り利益率を向上しましたが、ディスプレイの低価格モデルへの需要シフトの影響が大きく、この結果、情報機器の売

上高は17億１千６百万円となり、営業損益は３千７百万円の営業損失となりました。
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（その他）

　運送事業においては設備移設や引越などの受注が増加し、国内の仕入販売も景気回復に伴い好転しましたが、海外

における仕入販売が売上価格の下落により収益を圧迫されました。この結果、売上高は２億９千７百万円となり、営

業損益は２千２百万円の営業利益となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末

に比べ１億４千３百万円減少し、25億６千２百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は４億１千５百万円（前年同四半期連結会計期間は７億５千６百万円の使用）とな

りました。これは主に減価償却費３億２千４百万円やたな卸資産の増減額２億９千２百万円（減少）などによるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は２億２千８百万円（前年同四半期連結会計期間は４千９百万円の使用）となりま

した。これは主に有形固定資産の取得による支出２億円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は２億７千８百万円（前年同四半期連結会計期間は５億１千４百万円の獲得）とな

りました。これは主に短期借入金の純増減額２億７千６百万円（減少）などによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における研究開発費活動の金額は、５千３百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　世界経済はアジアを中心に景気回復の兆しを見せてはいるものの、日本経済においては円高やデフレの長期化、欧

州、アメリカ経済の景気回復停滞による下振れリスクがあり、先行きは不透明であります。企業業績の回復は経費削

減、合理化施策の効果が好影響を与えている反面、雇用環境は改善せず、個人消費もエコカー減税・補助やエコポイ

ントといった景気対策商品以外では低迷しており、これらの景気対策も実施期限の到来とともにその効果を減ずる

ことが予想されます。また、円高については長期化のみならず更に進行する可能性があり、製品価格の下落とともに

収益を圧迫しております。このような経営環境下において、当社グループにおきましては、限られた経営資源を効果

的に投入するとともに原価低減を一層推進し、収益率の回復を図ってまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 176,000,000

計 176,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
 

（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 44,278,359 44,278,359
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株　

計 44,278,359 44,278,359 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日

　～

平成22年９月30日

― 44,278,359 ― 6,146 ― 1,536
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（６）【大株主の状況】

 

　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 古河電気工業株式会社         東京都千代田区丸の内二丁目２番３号 14,662 33.11

 株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）      

 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
2,014 4.55

 株式会社りそな銀行   大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,497 3.38

 高橋　祐子    神奈川県横浜市戸塚区 940 2.12

 トウトク協力会社持株会    東京都港区新橋六丁目１番11号 933 2.10

 日本証券金融株式会社    東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 607 1.37

 第一生命保険株式会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社） 

 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
585 1.32

 住友生命保険相互会社

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）

 東京都中央区築地七丁目18番24号

(東京都中央区晴海一丁目８番11号）  
554 1.25

 朝日生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）　

 東京都千代田区大手町二丁目６番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）　
472 1.06

森川　憲三  東京都中野区 410 0.92

計 － 22,676 51.21
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

78,000

― ―

完全議決権株式（その他）（注）１
普通株式

43,985,000
43,985 ―

単元未満株式　（注）２
普通株式

215,359
― ―

発行済株式総数 44,278,359 ― ―

総株主の議決権 ― 43,985 ―

　（注）１ 　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義株式1,000株（議決権１個）が含ま

れております。

２ 　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式223株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合（％）

（自己保有株式）

東京特殊電線株式会社

東京都港区新橋

六丁目１番11号
78,000 － 78,000 0.18

計 ― 78,000 － 78,000 0.18

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 119 112 111 104 97 86

最低（円） 98 88 92 90 79 79

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,857 3,475

受取手形及び売掛金 8,651 8,886

たな卸資産 ※3
 3,147

※3
 3,533

その他 606 523

貸倒引当金 △10 △22

流動資産合計 15,252 16,395

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,129 10,224

機械装置及び運搬具 13,978 14,461

工具、器具及び備品 4,733 4,664

その他 2,755 2,479

減価償却累計額 △23,733 △23,906

有形固定資産合計 7,862 7,924

無形固定資産 83 86

投資その他の資産

投資有価証券 2,624 2,696

その他 409 426

貸倒引当金 △54 △63

投資その他の資産合計 2,979 3,059

固定資産合計 10,925 11,070

資産合計 26,177 27,466

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,696 6,213

短期借入金 5,174 7,328

事業構造改革引当金 72 51

その他 3,849 4,045

流動負債合計 14,793 17,638

固定負債

長期借入金 5,433 3,370

退職給付引当金 1,367 1,306

その他 392 236

固定負債合計 7,193 4,912

負債合計 21,986 22,551
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,146 6,146

資本剰余金 2,325 2,325

利益剰余金 △3,441 △2,890

自己株式 △18 △18

株主資本合計 5,012 5,563

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 48 91

為替換算調整勘定 △1,594 △1,458

評価・換算差額等合計 △1,545 △1,367

少数株主持分 725 718

純資産合計 4,191 4,914

負債純資産合計 26,177 27,466
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 17,895 18,054

売上原価 16,281 16,386

売上総利益 1,614 1,667

販売費及び一般管理費 ※1
 1,947

※
 1,763

営業損失（△） △333 △95

営業外収益

受取利息 8 8

受取配当金 16 21

持分法による投資利益 － 87

その他 62 40

営業外収益合計 86 157

営業外費用

支払利息 178 163

為替差損 127 241

持分法による投資損失 105 －

その他 17 23

営業外費用合計 430 429

経常損失（△） △676 △367

特別利益

投資有価証券割当益 － 13

固定資産売却益 0 5

投資有価証券売却益 17 1

その他 4 －

特別利益合計 22 21

特別損失

事業構造改革費用 1,375 49

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 31

固定資産除却損 12 9

減損損失 ※2
 685 －

その他 4 0

特別損失合計 2,077 92

税金等調整前四半期純損失（△） △2,730 △438

法人税、住民税及び事業税 44 50

法人税等調整額 74 14

法人税等合計 118 64

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △503

少数株主利益 13 47

四半期純損失（△） △2,862 △551
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 9,430 9,047

売上原価 8,383 8,124

売上総利益 1,047 923

販売費及び一般管理費 ※1
 961

※
 881

営業利益 85 41

営業外収益

受取利息 4 4

受取配当金 5 12

持分法による投資利益 － 70

その他 41 24

営業外収益合計 50 111

営業外費用

支払利息 89 83

為替差損 142 128

持分法による投資損失 8 －

その他 8 13

営業外費用合計 249 226

経常損失（△） △112 △72

特別利益

投資有価証券売却益 17 1

固定資産売却益 0 1

その他 0 －

特別利益合計 18 3

特別損失

事業構造改革費用 1,183 42

固定資産除却損 2 7

減損損失 ※2
 685 －

その他 － 0

特別損失合計 1,871 50

税金等調整前四半期純損失（△） △1,966 △120

法人税、住民税及び事業税 34 37

法人税等調整額 67 22

法人税等合計 102 59

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △180

少数株主利益 10 20

四半期純損失（△） △2,078 △201
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,730 △438

減価償却費 808 633

退職給付引当金の増減額（△は減少） △664 61

受取利息及び受取配当金 △24 △29

支払利息 178 163

投資有価証券売却損益（△は益） △17 △1

事業構造改革引当金の増減額（△は減少） 282 21

事業構造改革費用 623 49

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △5

有形固定資産除却損 12 9

持分法による投資損益（△は益） 105 △87

売上債権の増減額（△は増加） △818 170

たな卸資産の増減額（△は増加） 412 338

仕入債務の増減額（△は減少） 1,264 △441

減損損失 685 －

その他 △355 87

小計 △238 533

事業構造改革に伴う支払額 △609 △533

利息及び配当金の受取額 16 25

利息の支払額 △189 △145

法人税等の支払額 △57 △28

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,078 △148

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △57 △123

定期預金の払戻による収入 48 122

有形固定資産の取得による支出 △273 △440

有形固定資産の売却による収入 1 14

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 92 3

その他 △44 △33

投資活動によるキャッシュ・フロー △234 △460

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,544 △2,111

長期借入れによる収入 703 2,915

長期借入金の返済による支出 △1,189 △754

少数株主への配当金の支払額 △0 △5

その他 △0 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,057 33

現金及び現金同等物に係る換算差額 104 △44

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △151 △619

現金及び現金同等物の期首残高 3,405 3,181

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,253

※
 2,562
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　 　当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年９月30日）　

　会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失はそれぞれ２百

万円増加し、税金等調整前四半期純損失は34百万円増加しております。また、当

会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は61百万円であります。　

　　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１　受取手形割引高 52百万円

受取手形裏書譲渡高 23百万円

２　手形債権流動化に伴う遡及義務額 41百万円

※３　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　　商品及び製品 915百万円

　　仕掛品 605百万円

　　原材料及び貯蔵品 1,626百万円

１　受取手形割引高 56百万円

受取手形裏書譲渡高 30百万円

２　手形債権流動化に伴う遡及義務額 203百万円

※３　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　　商品及び製品 1,125百万円

　　仕掛品 795百万円

　　原材料及び貯蔵品 1,612百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与諸手当福利費  692百万円

　

給与諸手当福利費  588百万円

　

※２　減損損失

　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループは以

下の資産について減損損失を計上しました。

　

　場　　所 　用　途 　種　　　類

　電子材料事業部に

おける第一事業所、

第二事業所、立岩製

作所

（長野県上田市）

 巻線製造設備

建物及び構築物、

機器装置及び運搬具、

工具、器具及び備品

等

　

　　当社は平成21年４月27日の取締役会決議に基づき、平成

21年10月１日に古河マグネットワイヤ株式会社へ巻線事

業を譲渡いたしました。この事業譲渡に伴い、譲渡資産以

外の資産のうち事業の用に供しなくなったため、資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損

損失（685百万円）として特別損失に計上しました。その

内訳は、建物及び構築物429百万円、機械装置及び運搬具

239百万円、工具、器具及び備品14百万円、その他1百万円

であります。

　　なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、全ての固定資産について売却可能性が見込め

ないため、０（ゼロ）としております。

　

　───────
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与諸手当福利費  304百万円

　

給与諸手当福利費  292百万円

　

※２　減損損失

　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループは以

下の資産について減損損失を計上しました。

　

　場　　所 　用　途 　種　　　類

　電子材料事業部に

おける第一事業所、

第二事業所、立岩製

作所

（長野県上田市）

 巻線製造設備

建物及び構築物、

機器装置及び運搬具、

工具、器具及び備品

等

　

　　当社は平成21年４月27日の取締役会決議に基づき、平成

21年10月１日に古河マグネットワイヤ株式会社へ巻線事

業を譲渡いたしました。この事業譲渡に伴い、譲渡資産以

外の資産のうち事業の用に供しなくなったため、資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損

損失（685百万円）として特別損失に計上しました。その

内訳は、建物及び構築物429百万円、機械装置及び運搬具

239百万円、工具、器具及び備品14百万円、その他1百万円

であります。

　　なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、全ての固定資産について売却可能性が見込め

ないため、０（ゼロ）としております。

　

───────

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 3,531

預入期間が３か月を超える定期預金 △277

現金及び現金同等物 3,253

 

 （百万円）

現金及び預金勘定 2,857

預入期間が３か月を超える定期預金 △295

現金及び現金同等物 2,562
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  44,278,359株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  135,969株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
電線及び電
線加工品
（百万円）

光部品・機
器
（百万円）

電子機器・
部品
（百万円）

計
 

（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
 

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 5,102 1,161 3,167 9,430 － 9,430

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
16 － － 16 (16) －

計 5,118 1,161 3,167 9,447 (16) 9,430

営業利益又は営業損失（△） 141 38 △94 85 － 85

　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
電線及び電
線加工品
（百万円）

光部品・機
器
（百万円）

電子機器・
部品
（百万円）

計
 

（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
 

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 9,148 2,363 6,384 17,895 － 17,895

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
26 － 0 26 (26) －

計 9,174 2,363 6,384 17,922 (26) 17,895

営業利益又は営業損失（△） △169 35 △199 △333 － △333

　（注）１　事業の区分の方法

製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行って

おります。

２　各事業の主な製品

電線及び電線加工品…巻線、ケーブル・配線材、ヒータ応用製品、ケーブル加工品、その他電線加工品等

光部品・機器…………光部品、光機器等

電子機器・部品………電子部品（コイル）、映像機器部品（偏向ヨーク）、電子機器（ディスプレイ）等

３　営業費用は全て各セグメントに配賦しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 7,606 1,776 － 48 9,430 － 9,430

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
930 2,794 － 0 3,724(3,724) －

計 8,536 4,570 － 48 13,155(3,724) 9,430

営業利益又は営業損失（△） 190 △80 － △11 98 (13) 85

　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 14,4103,088 224 172 17,895 － 17,895

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
2,105 4,584 2 6 6,969(6,969) －

計 16,5167,942 227 179 24,865(6,969) 17,895

営業利益又は営業損失（△） △54 △293 5 △4 △346 (△13) △333

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア……………マレーシア・フィリピン・インドネシア・中国等

北米………………アメリカ

ヨーロッパ………ドイツ

３　営業費用は全て各セグメントに配賦しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 アジア 北米 ヨーロッパ 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,527 149 176 3,853

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 9,430

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
37.4 1.6 1.9 40.9

　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 アジア 北米 ヨーロッパ 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,190 458 486 7,134

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 17,895

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
34.5 2.6 2.7 39.8

　（注）１　海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

（1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。

（2）各区分に属する主な国又は地域

アジア………………タイ・シンガポール・韓国・中国等

北米…………………アメリカ

ヨーロッパ…………ハンガリー・ドイツ・オランダ等

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社に製品・サービス別の生産本部を置き、各生産本部は、取り扱う製品・サービスについて国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、生産本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「光・電

線・デバイス」及び「情報機器」の２つを報告セグメントとしております。

　「光・電線・デバイス」は、電線及びその加工品等を生産しております。「情報機器」は、画像診断用医用

ディスプレイ及び自動車用基板加工品等を生産しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）　

（単位：百万円）　

　

　

報告セグメント
その他

（注）　
合計光・電線・

デバイス　
情報機器　 計

売上高　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 14,285　　 3,175　 17,460　 593　 　18,054

セグメント間の内部売上高

又は振替高
5,998　 3,122　 9,120　 255　 9,376　

計 20,283　 6,298　 26,581　 849　 27,430　

セグメント利益又は損失（△） 28　 △105　 △77　 37　 △40　

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業及びサービス業

務受託事業等を含んでおります。　

　

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）　

（単位：百万円）　

　

　

報告セグメント
その他

（注）　
合計光・電線・

デバイス　
情報機器　 計

売上高　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 7,033　　 1,716　 8,750　 297　 　9,047
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セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,821　 1,699　 4,520　 110　 4,630　

計 9,855　 3,415　 13,270　 408　 13,678　

セグメント利益又は損失（△） 84　 △37　 47　 22　 69　

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業及びサービス業

務受託事業等を含んでおります。　

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）　

（単位：百万円）　

利益　 金額　

報告セグメント計　 △77　

「その他」の区分の利益　 37　

セグメント間取引消去　 20　

全社費用（注）　 △75　

四半期連結損益計算書の営業損失（△）　 △95　　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。　　

　

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）　

（単位：百万円）　

利益　 金額　

報告セグメント計　 47　

「その他」の区分の利益　 22　

セグメント間取引消去　 10　

全社費用（注）　 △37　

四半期連結損益計算書の営業利益　 41　　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。　

　

４．追加情報

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 78.52円 １株当たり純資産額 95.05円

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △64.85円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △12.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △2,862 △551

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △2,862 △551

期中平均株式数（株） 44,148,815 44,143,551

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △47.08円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △4.56円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △2,078 △201

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △2,078 △201

期中平均株式数（株） 44,147,925 44,142,839

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月12日

東京特殊電線株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仲　井　　一　彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 村　山　　　孝　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京特殊電線株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京特殊電線株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年４月27日開催の取締役会決議に基づき、平成21年10月１日に古

河マグネットワイヤ株式会社へ巻線事業を譲渡している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月12日

東京特殊電線株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 秋　山　　賢　一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 村　山　　　孝　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京特殊電線株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京特殊電線株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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